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島根県 雲南市
雲南市農林産物販売促進
協議会

● ○ ○ A
実施された事業の内容は、おおむね目標が達成されたと評価でき
る。雲南市の農林産物の販売促進につながる取り組みを期待する。

（注１）　「事業実施段階」の凡例：　　○・・交付対象年度（計画）　●・・交付対象年度（実施済）　□・・目標年度（計画）　■・・目標年度（実施済）
（注２）　「評価」の区分：　　Ａ・・優良　Ｂ・・良好　　Ｃ・・低調

令和３年度　農山漁村振興交付金（山村活性化対策）
事業実施主体　評価結果

２．評価結果

都道府県 市 町 村 事 業 実 施 主 体 名
事業実施段階

評 価 評 価 コ メ ン ト

１．事業評価の実施

　令和３年度に実施された農山漁村振興交付金（山村活性化対策）の事業について、「農山漁村振興交付金（山村活性化対策）実施要領」（平成30
年３月28日付け29農振第2261号農林水産省農村振興局長通知）の第９の１の（１）の規定に基づき、評価を行ったので、その結果を公表する。

ブランド米の販売促進については、米価の下落によって厳しい状況であったが、テレビCMの効果によって商品の認知度は向上していると考えられ
る。産直振興については、今年度策定された販売戦略に基づき販売の拡大に努められたい。市産木材利用拡大については、商品開発に向け協議を
重ねられているので、付加価値の高い商品の開発を期待する。

３．第三者の意見聴取
　農山漁村振興交付金（山村活性化対策）実施要領の第９の１の（１）の規定に基づき、第三者である小林健治氏から評価に当たり意見の聴取を行っ
た。第三者及び意見聴取の概要は以下のとおり。

【第三者】
小林　健治

【意見聴取の概要】
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雲南市農林産物販売促進協議会 目標年度

大東町・木次町・三刀屋町・吉田町・掛合町 令和５年度

小林　健治
教育機関
関係者

産業界
関係者

マスコミ
関係者

農林水産業
関係者

消費者 その他

 （Ａ）　　　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）重点指導対象

 （Ａ）　　　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）重点指導対象

 （Ａ）　　　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）重点指導対象

 　　　　　（Ａ）　　　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）

※複数名の学識経験者等第三者から意見聴取している場合、第三者間で調整した意見結果を記載する。

④　その他

特になし

５．事業評価

９，５０５，９６４円（９，５０５，９６４円）

③　実施体制

○　事業実施主体の取組体制は十分に機能したか。
（評価理由及び助言等のコメント）

協議会の構成員が連携して事業に取り組まれており、十分に機能していると評価する。

評　　価
（該当に○）

総合評価

○　取組の実施状況や目標の達成に必要な取組が十分に行われたか。
　　　（①から④までを踏まえた総合的な評価）

（評価理由及び助言等のコメント）

コロナ感染症の影響で、販売促進の取り組みを行うには厳しい環境であったが、産直販売戦略の策定や市産
木材を利用した試作品開発など、次年度につながる事業が実施されていると評価する。

評　　価
（該当に○）

①　取組状況

○　目標の達成に資するのための取組が行われたか。
（評価理由及び助言等のコメント）

コロナ禍にあってブランド米の振興は厳しい状況であるが、ブランド米の認知向上に取り組まれ広島県内での
販売拡大につながっている。産直の振興も同様に厳しい環境にあるが、市場調査や販売戦略策定を行い、次
年度につながる事業を実施された。雲南市産材の利用拡大については、商品開発に向けて協議を重ねられ、
木材乾燥機やトレーラーハウスなど新商品の試作品開発が行われている。以上のことから、目標の達成に資す
る取り組みは行われていると評価する。

（任意評価様式第１号）

②　事業実績

○　事業実施計画の目標は達成できているか。
（評価理由及び助言等のコメント）

販売金額について、産直販売額は伸びたが（R2:13,845千円→R3:14,247千円）、ブランド米販売額は天候不順に
よる米の収量の減少と全国的な米価の下落のため目標の達成は厳しかったと考える（R2:24,362千円→
R3:21,903千円）。ブランド米の販売店舗数は、PRの効果もあり広島県内での販売店舗数は３店舗になってお
り、販路の拡大が図られている。木材商品開発については、試作品の製作まで行われており、具体的な商談も
まとまりつつある。以上のことから、おおむね目標は達成されていると評価する。

評　　価
（該当に○）

評　　価
（該当に○）

農山漁村振興交付金（山村活性化対策）　評価シート

１．事業実施主体(評価者) 事業開始年度

２．取組振興山村名 令和３年度

３．事業費（うち国費）

４．第三者氏名

事業実施期間（令和３年度）

令和３年８月６日～令和６年３月３１日

こ


